
【記載例】

様式１-１

  令和8年度において、那須町で行われる測量・建設コンサルタント等業務に係る競争に参加する

資格の審査を申請します。

  なお、私は申請に当たり以下のことについて誓約いたします。

    ①  申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ありません。

    ②  地方自治法施行令第167条の4に該当しません。

令和 年 月 日 那  須  町  長    様

フリガナには、法人の種類を表す文字は記入しないでください。

｢１｣の場合、別紙２の委任状が必要です。

1：置いている 2：置いていない （「1」の場合様式２を添付）

1：該当する 2：該当しない 証明書取得日及び番号（ ）

年

変更内容：

問い合わせに回答できる方を記載してください。

から２

３

S

休 業 期 間

組織変更等

創 業 55 営 業 年 数 １4 1 6 1 1 0 1

適格組合該当 2

1

1 3 受任者の有無 1

0 1 0

0

湯 本 温

1 4

まで

2 0

0 5

0 4

総務部  経理課  （内線123）

登録年度 2 0 2 6

7 7 7

3

0 3－ 3 74 5 6－連絡先電話番号

所属名・内線子

1

都京

1 1

2

0 7

0 8

6

1 －

0 9

1 0

1 6 フ リ ガ ナ ﾕ ﾓ ﾄ

新継区分 1

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）

(印)

7 12 1

代 表 取

8

業者番号 2 9 9 9 申請区分 0 4

－ 8 83 4 5 6 8－ －7 7 7 7 ＦＡＸ番号 0 3電 話 番 号 0 3－ 3 4 5 6

1 7 申請担当者名

ｱ ﾂ ｺ

所 在 地 南 1 － 1

品4 8 2 都道府県名 東 区郵 便 番 号 1 6 0－ 2

那 須 太

ﾅ ﾀ ﾛ ｳ

締

（ 株 ） 那

代表者氏名

須 コ ン サ

郎

代表者役職名

商号又は名称

ﾄﾀ

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ ﾝﾅ ｽ ｺ ﾝ ｻ ﾙ

ｽ

役

タル ン ト

法人の種類は略号を使用し、（ ）は
それぞれ１文字扱いとしてください。

｢大字｣｢字｣は除き、｢丁目｣｢番地｣は
｢－(ﾊｲﾌﾝ)｣により記入してください。

年号の略号は、平成が｢H｣、昭和が｢S｣な
どとなります。

市区町村名 川

代 表
取締役
之 印



【記載例】

様式１-２

項番48(実績高合計)は希望業種の実績高の合計に一致します。

項番42 ハ 土木関係建設コンサルタント ○その他
項番47 ヘ その他

土 木

、 建 設 環 境

業 土 木 、 森 林業 用 水 道 、 農地 方 計 画 、 工都 市 計 画 及 び4 9 下 水 道 、

の業務内容

9 7 3（実績高合計）

ヘ  その他

1 9 2 7 81 4 3 31 1 9 9

03 9 5 5 7 67 6 1

9

7 8 5 1 5

5 3 0 0 0 61 4

（税抜・千円）

4 1 2 9 3

12

第 号

10

第 号

11

第 号

08 計量証明事業者

第 号

09

第 号

06 司法書士

第 号

07 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

第 建11-23456 号

04 建築士事務所

第 号

05 補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

第 号

02 地質調査業者

第 10-10 号

03 土地家屋調査士

第 号

日

審査基準日

登録事業

登録番号

01 測量業者

第 号(3)-123456

基  準  決  算

10 7 0 3 3

年 月

0 7 0 3

年 月 年 月

4 ～

審査基準日以前24ヶ月間の

決算（基準決算を除く）

希望する業務内容

希
望
業
種

業 務 名

大
区
分

小
区
分

測  量  等  実  績  高

年 月 年 月

4

0 6 0 3 0 6 0

2 3 1 4

専
 
 
 
 
 
門

一般測量

地図の調整

航空測量

建築一般

意匠

構造

4 7

4 8

4

4 5

4 6

4

電気設備積算

調査

4 2

4 3

4 0

4 1

3 9

ロ
 
建
築
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

ハ
 
土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

ホ
補
償
関
係

暖冷房

衛生

電気

建築積算

機械設備積算

3 6

3 7

3 8

3 3

3 4

3 5

3 0

3 1

3 2

2 7

2 8

2 9

2 4

2 5

2 6

1

1 8

2 2

2 3

業  務  関  係  一  覧

1 9 イ
 
測
量

2 0

2

道路

トンネル

施工計画及び施工設備

建設機械

土質及び基礎

鋼構造物及びｺﾝｸﾘｰﾄ

河川砂防及び海岸

電力土木

物件・権利調査

事業関連調査

登記手続き等

地質

造園

○その他

ニ  地質調査

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0 5

（税抜・千円）

0 4 ～

1 0 5 4 3

該当するものに
○を付ける

基準決算の損益計算書の
売上高（消費税控除後の
もの）と同じか、少なく
なります。



【記載例】

様式１-３

（千円）千円未満は切り捨て

貸借対照表の｢資本の部｣の合計額

税引後当期利益

左表金額の消費税会計方式

１：税抜  ２：税込

常勤職員の数

(人)

※ ｄが審査基準日における常勤職員数（社員数）であり、eはその内数となります。

土地家屋調査士

公共用地取得実務経験者

土地改良換地士

土地区画整理士

建築設備士

貸
借
対
照
表

純
資
産

損
益

計算
書

4

資    格    名 人数(人) 資    格    名 人数(人)

有資格者延べ人数合計 9 0

3

その他の資格 1 2 7

ＲＣＣＭ 1 1

1

3

司法書士

2

林業技士

測量士補 1 0

2

測量士 5 2

二級建築士

0

一級建築士 4

二級造園施工管理技士 1

一級造園施工管理技士 5

二級管工事施工管理技士

6

一級管工事施工管理技士 1

二級建築施工管理技士

0

一級建築施工管理技士 3

二級土木施工管理技士 4

一級土木施工管理技士 1 5 5

二級建設機械施工技士

3

3 2

1 0 0

3

1

3

1

1

5

5

1 1

5

1 0

1 2

8 8

林業

森林土木

その他

地質

その他

その他の技術士

林業

水質管理

廃棄物処理

その他

農業土木

地域農業開発計画

その他

その他

4 9 1

流体機械

7

一級建設機械施工技士

0

b 事務職員

2 7 3 4

2 2 7

3 2 6 86 7

1 83

7 4

9 3 2 4 0

1 4

4

5 3 1 0 0

9

2

253 6

7 0

5

8

0 1 2 7 5

59 1

6

0 0 5 4

5

1

7 1 2

1 3

8

4 8 9 5 6

9 4 6 31 0

9

8

8 8 7

2 1 7

5

e 役職員等

   うち当期利益

資産合計

  流動資産

負債合計

  流動負債

    うち短期借入金

  長期借入金

純資産合計

c その他の職員 d 合計(d=a+b+c)

606

上水道・工業用水道

下水道

21 3 0

暖冷房・冷凍機械

技
 
 
 
 
術
 
 
 
 
士

機械

部門

建
 
設
 
部
 
門

水道

部門

衛生

学部門

E 8

工学

部門

負
債

資
産

有    資    格    者    数

E 5

E 6

E 7

E 2

E 3

E 4

D 9

E 0

E 1

D 6

D 7

D 8

D 3

D 4

D 5

D 0

D 1

D 2

C 7

C 8

C 9

C 4

C 5

C 6

C 1

C 2

C 3

B 1

B 2

職   員   関   係   一   覧

C 0

a 技術職員

A 7

A 8

B 0

A 4

A 5

A 6

A 1

A 2

A 3

財   務   関   係   一   覧

A 0 4 7 4 0

部門

部門

  資本金

　繰越利益剰余金

売上高

経常利益

電気・電子部門

土質及び基礎

応用理

鋼構造物及びコンクリート

都市及び地方計画

河川、砂防及び海岸

電力土木

道路

トンネル

農業

施工計画及び施工設備

その他

8 9 0 4 1

流動負債に含まれる負債（１年以
内償還期限の長期借入金等）は短
期借入金に計上してください。



【記載例】

様式２

様式１－１の申請日と同じ日付 令和 年 月 日

  私は、次の者を代理人と定め、 令和 年 月 日 から令和 年 月 日 まで、

下記の権限を委任します。

那 須 町 長   様

東京都品川区南１－１－１

株式会社 那須コンサルタント

代表取締役  那  須  太  郎

記

委任事項（該当する番号に○をつけること）

１  入札及び見積に関すること。

２  契約の締結に関すること。

３  契約の履行に関すること。

４  代金の請求及び受領に関すること。

５  復代理人の選任に関すること。

６  その他（                                                                    ）

商号は除き、営業所等の名称のみを記載してください。

本様式は、申請書（様式1-1）の項番号１３「受任者の有無」欄にコード１を記入した場合に記載すること。

1

代表者印

3 31

7 12

2 3

受任者印

2－ 2 3 9営業所等ＦＡＸ番号 0 2 8－ 63－ 2 3 9 0H 7 営業所等電話番号 0 6 22 8－

－ 2 0

宮 市木 県

H 6 営業所等所在地 塙 田 1 － 1

市区町村名 宇 都0 1 都道府県名 栃H 5 郵 便 番 号 3 2 0－ 8 5

H 4 受任者役職名 所 長

H 3 受任者氏名 栃 木 一

ｷﾞ ﾊ ｼﾞ ﾒH 2 フ リ ガ ナ ﾄ ﾁ

営 業 所H 1 受任営業所等 宇 都 宮

ﾂ ﾉ ﾐ ﾔH 0 フ リ ガ ナ ｳ ｴ

商号又は名称

所 在 地

代 表 者 氏 名

ｲ ｷﾞ ﾖ ｳ ｼ ﾖ

1 9

該当するものに○を付けてください。

｢大字｣｢字｣は除き、｢丁目｣｢番地｣は｢－(ﾊｲﾌﾝ)｣
により記入してください。

委        任        状

8 4

代 表
取締役
之 印

宇都宮
営業所
長之印



【記載例】

様式３

（業務区分）

測量等実績調書記載要領

  ①  本表は、業務区分（様式１－２における「希望する業務名」の「大区分」又は「小区分」）ごとに作成すること。

  ②  本表は、直前2年間の主な完成業務及び直前2年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

  ③  下請については、「注文者」欄に元請業者を、「件名」欄に下請件名を記載すること。

  ④  「測量等対象の規模等」欄には、例えば測量における面積・精度等や、設計における構造・延べ面積等概要を記載

      すること。

  ⑤  「請負代金の額」欄には、消費税及び地方消費税抜きの金額を記載すること。

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

年   月

78,320
Ｒ６年１０月

Ｒ７年　３月

年   月

試錘延 200ｍ
湧水圧測定・
統合解析

東京都 146,600
Ｒ６年　７月

　　　　　　Ｒ６年１１月

栃木県 元請
大森ダムボーリング
調査（その３）

試錘延 400ｍ
ﾙｼﾞｵﾝﾃｽﾄ60箇
所

栃木県

業務履行場所の

ある都道府県名 （税抜・千円）

請負代金の額
件     名注  文  者

東京都 元請
青梅街道地質調査
（その１）

測   量   等   実   績   調   書

元請又は

下請の別

測量等対象

の 規 模 等 完成(予定)年月

着 手 年 月

ニ  地質調査



【記載例】

様式４

（業務区分）

技術者経歴書記載要領

  ①  本表は、業務区分（様式１－２における「希望する業務名」の「大区分」）別にし、「法令による免許等」ごとに

      まとめて記入すること。

  ②  「学校の種類」の欄には、大学や高等専門学校等の別を記入すること。

  ③  「法令による免許等」欄には、業務に関する法律若しくは命令による免許又は技術若しくは技能の評定を受けたも

      のを記入すること。（例：測量士、一級建築士）

  ④  「実務経歴」の欄には、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種、地位及びその内容を直近のもの

      から記入すること。

  ⑤  「実務経験年月数」の欄には、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した年月数を記入すること。

年  月

年  月 年  月

年  月

年  月

年  月 年  月

年  月

年  月

年  月 年  月

年  月

年  月

年  月 年  月

年  月

年  月

年  月 年  月

年  月

年  月

年  月 年  月

年  月

年  月 年  月

年  月 年  月

年  月

年  月 年  月

年  月

年  月

年  月 年  月

年  月

14年 9月

年  月 年  月

佐藤  Ｄ男 日光大学 土木科 一級土木施工管理技士 Ｓ58年10月 県道１号線バイパス設計

31年 2月

宇都宮橋ＰＣ上部工設計 年  月

山田  Ｃ一 栃木大学 地球科学 測量士 Ｓ50年 6月 東西ダムＰＣ上部工設計

年  月

測量士 Ｓ49年 7月 年  月

技術士(土質・基礎) Ｓ47年 1月 山の手ダムボーリング調査

15年 2月

渡辺  Ｂ郎 小山大学 土木科 技術士(トンネル) Ｓ48年12月 埼玉県下流部浸透解析 35年10月

実務経験

年 月 数
実  務  経  歴

名    称

鈴木  Ａ夫 那須高校 土木科 技術士(トンネル) Ｓ62年 2月 国道４号トンネル設計

氏      名
学校の種類 専攻学科

最 終 学 校

取得年月

法令による免許等

技  術  者  経  歴  書

ハ  土木関係建設コンサルタント

様式１－３「有資格者数」と一致するよ
うに記載してください。


